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                     Ｐ１００２９ 

 

平成２４年度実施方針 

 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

 

１．件 名：プログラム名 ナノテク・部材イノベーション 

      （大項目）次世代グリーン・イノベーション評価基盤技術開発 

 

２．根拠法 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第２号 

 

３．背景及び目的・目標 

我が国の材料産業は、国際的に高い技術力と競争力を有し、我が国の経済社会の発展を支

えているが、川下産業との取引のオープン化に伴いユーザーとの連携の希薄化が進行する一

方で、汎用的な材料技術はアジア諸国の技術向上によるキャッチアップが進行している。そ

のため我が国において産学官を含む連携の強化（川上川下の垂直連携、材料創成と加工の水

平連携など）を図ることで、次世代の部材分野での我が国のイノベーションを促進すること

が喫緊の課題となっている。 

また、平成２２年４月に取りまとめられた「化学ビジョン研究会報告書」では、化学分野

における評価研究開発拠点の整備の必要性が提言されており、化学材料の産業競争力を強化

するために、将来的には多様な材料評価のプラットフォームの構築が求められている。 

本事業は、こうした拠点を活用して、ナノテク・部材イノベーションプログラムの一環と

して、次世代グリーン・イノベーションの実現に必要となる有機エレクトロニクス材料に関

する共通的な評価基盤技術の開発を実施し、我が国の化学産業の研究開発効率を向上・加速

化する。 

さらに、将来的には、化学材料に関する共通的な評価基盤技術への展開を図ることにより、

我が国の産業競争力の向上に資する。 

本事業では、次世代グリーン・イノベーションの実現に必要な有機エレクトロニクス材料

に関する共通的な評価基盤技術を開発することにより、迅速に材料開発にフィードバックす

る体制を構築し、材料開発の加速化・高度化、材料メーカーとデバイスメーカーとの擦り合

わせ期間の短縮、及び高額な試作設備や評価設備の共通化が促進されることにより、我が国

の化学産業の研究開発効率を向上・加速化させる。評価技術の開発・共有化を通じて、産業

競争力を強化するために、我が国の化学材料技術のプラットフォームを構築する。本プロジ

ェクトにおいては、以下の研究開発を実施する。 
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  [委託事業] 

研究開発項目①「有機エレクトロニクス材料の評価基盤技術開発」 

【最終目標】（平成２７年度） 

有機ＥＬ素子の製品寿命及び性能保証を行うための標準素子及び評価手法を確立する。

また、開発する評価手法を有機エレクトロニクス全般へ応用するための課題を明確にする。 

【中間目標】（平成２５年度） 

有機ＥＬ標準素子を作製し、寿命変動要因、効率支配要因を明らかにするとともに、劣

化機構の解析を行い、製品寿命及び性能保証を行うための課題とアプローチ手法案を明確

化する。さらに、開発する評価手法の有機エレクトロニクス全般への応用も検討する。 

 

４．実施内容及び進捗（達成）状況 

次世代化学材料評価技術研究組合 理事／研究部長 富安 寛氏をプロジェクトリーダ

ーとし、以下の研究開発を実施した。 

 

４．１ 平成２２～２３年度（委託）事業内容 

平成２２年度には、基本計画に基づき委託先を公募し、応募のあった提案につい 

て外部有識者による事前審査を行った。契約・助成審査委員会を経て委託先を決定 

して、研究開発を開始した。 

 

    平成２３年度には、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「有機エレクトロニクス材料の評価基盤技術開発」 

①-1 有機エレクトロニクス素子用材料評価・標準化技術の開発 

同じ材料を使用しかつ同じ単色有機ＥＬ素子構成を規定し、４ケ所（２大学、組合会

社、外部機関）で評価を実施。効率や寿命で有意な違いがみられたが原因は基板処理や

封止、発光面積が主因であることが判明した。デバイス実装を想定した評価用の白色有

機ＥＬ素子に関し基本構成を検討した。 

 

    ①-2 有機エレクトロニクス関連材料基礎解析及び評価技術の開発 

各種劣化機構の解析手法の検討を行い、インピーダンス分光法が劣化層の切分 けに

関し有力な手法と判明し、次年度継続して検討予定である。バリアフィルムの気体阻止

性能の各種評価法を外部で実施比較したが、同一品で数値が異なり国際標準化の上でも

評価法の確立が急務と判明した。 
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４．２ 実績推移 

   

 

  

 

    

 

 

５．事業内容 

上記の目的を達成するため、次世代化学材料評価技術研究組合 理事／研究部長 富安 寛

氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。実施体制については、別紙を参

照のこと。 

 

５．１ 平成２４年度（委託）事業内容 

研究開発項目①「有機エレクトロニクス材料の評価基盤技術開発」 

有機ＥＬは、その作動原理、劣化機構及び必要とされる周辺材料が、有機半導体等の有

機エレクトロニクス材料全般に共通する部分が多く、有機ＥＬの評価基盤を開発すること

により、有機エレクトロニクス全体への展開も期待できる。 

有機エレクトロニクスは、素子の構造や製造工程中における損傷や微量不純物の影響に

より、性能、寿命等の特性に大きく影響を及ぼす。さらに、位置精度、再現性、膜厚均一

性、耐酸素、耐水、或いは素子の封止技術、接着技術等、制御するべき項目が多く、製造

プロセスや実装時を想定した評価方法の確立が必要となる。 

本事業では、有機ＥＬの材料やその周辺材料について、製造プロセスや実装時の状態も

含めた評価手法の開発を目的として、有機ＥＬの特性や寿命に影響を及ぼす微量不純物や

プロセス条件等の解明等を行い、様々なプロセスに適用可能な有機エレクトロニクスに共

通的な評価基盤技術を開発する。具体的には、以下の研究開発項目を実施する。 

 

①-1 有機エレクトロニクス素子用材料評価・標準化技術の開発 

 有機エレクトロニクス材料の性能を、デバイスメーカーと材料メーカーの双方に有

用で、かつ信頼できる製造プロセスや実装時の状態も含めて評価する手法の開発を目

指し、以下の研究を行う。 

①-1-1 標準評価技術の開発（実施体制：CEREBA） 

本研究では、素子形状を盛り込んだ性能評価技術を開発し、有機 EL 照明等の性

能評価に適用すると共に、将来のフレキシブルエレクトロニクスを見据えて、屈曲

性を盛り込んだ評価技術、発光効率の向上と精度の高い予測のためのシミュレーシ

ョン技術の開発に着手する。 

①-1-2 標準評価セル製造プロセス技術の開発（実施体制：CEREBA） 

 ①-1-2-1 ガラス基板評価セル製造プロセス技術の開発 

 ２２年度 ２３年度 

一般勘定（百万円） ０ １，２０２ 

特許出願件数（件） ０ ０ 

論文発表数（報） ０ ０ 

フォーラム等（件） ０ ６ 
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有機ＥＬ素子製造には、多くの材料を用いる多様なプロセスが用いられている

が、相対評価を行うためには、それぞれひとつの共通した製造プロセスを採用し

ておく必要がある。本研究では、プロセス（真空蒸着及びウェットプロセス）に

由来して発生する性能変動要因を、プロセス種ごとに検証して、プロセス依存性

を織り込んだ標準評価技術の開発を開始する。 

①-1-2-2 フィルム基板評価セル製造プロセス技術の開発 

フィルム基板評価セル製造プロセスに由来して発生する性能変動要因を、プロ

セス種ごとに検証して、プロセス依存性を織り込んだ標準評価技術を開発に着手

する。 

①-1-3 デバイス実装時における評価解析 

（実施体制：CEREBA、<共同実施先：山形大学>） 

デバイス実装及び製品化（特に照明用途）を想定した、有機 EL デバイスの性能

指数／寿命等評価法の研究開発に着手する。 

 

①-2 有機エレクトロニクス関連材料基礎解析及び評価技術の開発 

材料評価・標準化技術の確立とその継続的な高度化には、材料・デバイス特性を解

析してその本質を理解する材料基礎解析評価技術の裏付けが不可欠である。ここでは、

素子構成材料に基づいて発生する有機エレクトロニクス素子性能の効率支配要因・寿

命変動要因を把握するための基礎解析評価技術の開発に着手する。 

①-2-1 素子性能基礎解析及び評価技術の開発（実施体制：CEREBA） 

素子構成材料に基づいて発生する有機エレクトロニクス素子の素子性能（効率・寿

命）変動要因に関する基礎解析評価技術の開発を行う。ここでは膜質・界面・純度等

を対象に検討し、劣化機構の解明を行うとともに、既定時間の寿命保証を行うための

評価基準を策定するためのデータ取りに着手する。 

①-2-2 有機薄膜内微小部位の非破壊劣化機構解析 

（実施体制：CEREBA、共同実施先<九州先端科学技術研究所、九州大学>） 

素子の膜厚方向及び膜内における材料劣化部位の非破壊解析により、劣化機構解析

を行うとともに、材料精製法及び評価技術の開発に着手する。 

①-2-3 周辺部材基礎解析評価技術の開発（実施体制：CEREBA） 

周辺部料に基づいて発生する有機エレクトロニクス素子の素子性能（効率・寿命）

変動要因に関する基礎解析評価技術の開発を行うとともに、既定時間の寿命保証を行

うための評価基準を策定するための基礎データ取りに着手する。 

  

５．２ 平成２４年度事業規模 

 委託事業       

      平成２３年度補正予算（一般勘定）  ５００百万円（継続・繰越） 

平成２４年度通常予算（一般勘定）  ４００百万円（継続） 

※事業規模については、変動があり得る。  
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６．その他重要事項 

（１）運営・管理 

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有する独立行政法人新エネルギー･産業技術総

合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）は、経済産業省と密接な関係を維持しつつ、プロ

グラムの目的および目標に照らして適切な運営管理を実施する。また、必要に応じて、外部

有識者の意見を運営管理に反映させる。 

 

 （２）複数年契約の実施 

   平成２２～２４年度の複数年契約等を行う。 

 

７. 実施方針の改定履歴 

（１）平成２４年３月、制定 
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（別紙）   

「次世代グリーン・イノベーション評価基盤技術開発」実施体制 

 

 

ＮＥＤＯ

・研究実施場所：
独立行政法人産業技術総合研究所（つくば）

・研究項目： ①-1-1、①-1-2、①-1-3、
①-2-1、①-2-2、①-2-3

・組合員機関：
旭化成、カネカ、コニカミノルタホールディングス、
ＪＳＲ、昭和電工、住友化学、JNC、日本ゼオン、
日立化成、富士フイルム、三菱化学、
産業技術総合研究所

指示・協議

次世代化学材料評価技術研究組合

有機エレクトロニクス材料研究グループ

委託先

山形大学
①-1-3

九州先端科学
技術研究所
①-2-2

九州大学
①-2-2

プロジェクトリーダー
・所属 次世代化学材料評価技術研究組合
・役職名 理事／研究部長
・氏名 富安 寛

共同実施

①

1

2

1

1

2

2

3

委託研究開発項目

有機エレクトロ
ニクス材料の
評価基盤技術
開発

有機エレクトロ
ニクス素子用
評価・標準化
技術の開発

有機エレクトロ
ニクス関連材
料基礎解析
及び評価技術
の開発

標準評価技術の開発

標準評価セル
製造プロセス技術
の開発

デバイス実装時に
おける評価解析

素子性能基礎解析
及び評価技術の開発

有機薄膜微小部位
の非破壊劣化機構
解析

周辺部材基礎解析
評価技術の開発
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